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3.事業の実施状況 

令和3年度愛媛県計画に規定した事業について、令和3年度終了時における事業の実施状

況を記載。 

事業の区分 
1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 

医療 No.1 

病床機能分化連携基盤整備事業(病床の機能分

化・連携を推進する基盤整備事業) 

【総事業費（計画期間

の総額）】 

1,214,288 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 8年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

 急速な高齢化が進む中、住み慣れた地域や自宅で生活を続けたいと

いうニーズが高まっていることから、円滑な在宅復帰につなげていく

ため、病床機能の分化・連携を図る必要がある。従来からの計画に基づ

き、将来に備えた基金の積み増しを行う。 

アウトカム指標：事業期間中の県内の急性期→回復期へ転換した病床

数：1,457 床 

事業の内容 

（当初計画） 

 医療機関が行う病床の転換等を伴う施設整備事業等に対して補助を

行い、病床の機能分化・連携を推進する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

病床機能転換に取り組む医療機関数：2機関 

アウトプット指標

（達成値） 
病床機能転換に取り組む医療機関数：1機関 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：→事業が継続しているため、

確認できない（5年度末まで継続予定） 

 

（1）事業の有効性 

 適切な施設整備により、効果的な医療の提供が可能となり、入院日数

等の短縮により、円滑な在宅復帰につながる。 

（2）事業の効率性 

 事業実施主体は、地域での拠点となる公立医療機関であり、本事業の

実施により地域での効率的な医療の提供が可能となり、最小限の財政

支援で適切な医療提供体制が整備でき、地域医療全体に効果が波及す

るものと考えている。 

その他  
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事業の区分 
1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 

医療 No.2 

病床機能分化連携基盤整備事業(広域災害・救急

等医療情報システム運営事業) 

【総事業費（計画期間

の総額）】 

38,998 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 県、医療機関、消防機関 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 9年 3月 31日 

☑継続 ／ ☐終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

現状では、搬送先の選定は「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する

基準」に基づき、比較的円滑な運用が行われているものの、厳密に正し

い搬送先に正しく搬送されているかの判断は搬送中も搬送後もできな

い状態であること、また、地域によって情報に偏りがあり、かつ分析が

できない状態であることから、システムを活用した病床機能の分化及

び連携促進として、搬送時の救急現場と医療機関の連携強化や救急搬

送データの事後検証機能を導入することが有効であると考える。 

アウトカム指標：救急搬送情報の入力件数 73,399 件（Ｒ1）→ 74,000

件（Ｒ3） 

事業の内容 

（当初計画） 

広域災害・救急等医療情報システムにおいて、救急現場と医療機関を

ネットワークで接続し、患者情報を共有するシステムを運営すること

で、各医療圏域の救急医療体制の強化と他圏域との連携強化を図ると

ともに、システム内に集約した医療機関の機能情報と蓄積した救急搬

送情報のデータを活用し、医療機関ごとの役割分担や構想区域ごとの

医療提供体制を明確化し、病床機能の転換のほか、救急搬送時の医療

機関の適正な選定を促す。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 
接続機関数 2,791 件（Ｒ2）→ 2,800件（Ｒ3） 

アウトプット指標

（達成値） 
接続機関数 2,791 件（R4.10 月末時点） 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：→ 確認できた（搬送情報件

数 71,393 件（R3年度）  

（1）事業の有効性 

圏域によらず県内すべての救急隊と救急医療機関とが、本システム

によりリアルタイムに患者情報の共有を行うことで、適切な搬送先選

定のほか、医療機関での迅速な受入準備等の連携強化を実現したとと

もに、医療機能情報や救急搬送情報を一元的に蓄積し、救急搬送に係る

搬送、傷病者、予後等の一連の情報を出力して分析が可能となるなど、

事後検証等への有効活用が可能となった。 

（2）事業の効率性 

県下統一の本システムにより運用することで、広域搬送を含めて、救

急隊と医療機関とが、円滑かつ効率的な連携を行った。 

その他  
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事業の区分 
1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 

医療 No.3 

医科歯科連携推進事業（機能分化のための歯科衛

生士確保事業） 

【総事業費（計画期間

の総額）】 

7,868 千円 

事業の対象となる区域 八幡浜・大洲 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

早期退院の実現により病床の機能分化を促進するため、医科歯科連

携の重要性が指摘されているものの、現状では歯科医療関係者を配置

している病院は少なく、歯科医療関係者を交えたチーム医療を実施す

る体制になっていない。 

アウトカム指標：平均在院日数の短縮（Ｒ元:29.8 日→Ｒ3：29.1日）

による慢性期→回復期病床への転換促進 

事業の内容 

（当初計画） 

在宅復帰を目指す患者の早期退院を促し、地域の病床の分化を促進す

るため、病棟・外来に歯科衛生士を配置し、患者の口腔管理や退院時

の歯科医療機関の紹介等を行う。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

歯科衛生士を配置する病院数（2施設） 

アウトプット指標

（達成値） 
歯科衛生士を配置する病院数（R3実績：2施設） 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：就業歯科衛生士数の増加（衛

生行政報告※隔年調査）→確認できた（H30：1,601 人→R2：1,665

人） 

（1）事業の有効性 

 病棟・外来に歯科衛生士を配置し、適切な口腔管理を行うことにより、

合併症を防ぎ、誤嚥性肺炎、摂食・嚥下障害等の予防ができ、患者の QOL

の向上、早期退院、早期回復につなげることができる。 

（2）事業の効率性 

 医科歯科連携の実現のため、歯科医師・歯科衛生士がチーム医療の一

員として、専門的な処置からセルフケアに至るまで、患者の状態に応じ

た適切な処置を行い、口腔衛生管理を徹底することで、病気の進行抑制

や予防が期待できる。 

その他  
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事業の区分 
1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 

医療 No.4 

地域医療構想アドバイザー事業 【総事業費（計画期間

の総額）】 

525 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

本県では、地域医療構想アドバイザーによる地域医療構想達成に向け

た技術的支援を、地域医療構想に基づき連携の推進を図りながら、病床

転換とともに実施することとしている。 

アウトカム指標：地域医療構想アドバイザーの推薦人数（Ｈ30:1 人→

Ｒ3:1人（現状維持）） 

事業の内容 

（当初計画） 

地域医療構想アドバイザーによる各圏域での調整活動 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

地域の連携体制の構築に取り組む圏域数（6圏域） 

アウトプット指標

（達成値） 
地域の連携体制の構築に取り組む圏域数（6圏域） 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：→ 確認できた（R3年度地域

医療構想アドバイザー：1 名） 

（1）事業の有効性 

地域医療構想の実現に向けて各圏域で議論を進めつつ、地域医療構

想アドバイザーの助言を受けながら全体会議においても施策の方向性

等について協議しており、地域の実情に応じた議論を進めるに当たり

成果があったものと考えている。 

（2）事業の効率性 

各圏域での議論の結果を踏まえつつ、県全体の方向性を共有するこ

とができた。 

その他  
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事業の区分 
Ⅰ-2  地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関す

る事業 

事業名 

医療 No.5 

単独支援給付金支給事業 【総事業費（計画期間の総

額）】 

36,480 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 県内の医療機関 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 5年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウイ

ルス感染症への対応により顕在化した地域医療の課題への対応を含め、地

域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体制の構築が必要 

令和 3年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の病床数 

  医療機関数   2医療機関 

  急性期病床   19床→0床 

  回復期病床   32床→28床 

  慢性期病床   36床→32床 

事業の内容 

（当初計画） 

医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機

能再編の実施に伴い、減少する病床数に応じた給付金を支給する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

対象となる医療機関数 2医療機関 

アウトプット指標

（達成値） 
再編を行うとなる医療機関数 2医療機関 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：→事業が継続しているため、確

認できない（4年度末まで継続予定） 

 

（1）事業の有効性 

 地域医療構想に即した病床機能再編を進めることにより、地域の実情に

応じた持続的な医療提供体制の整備を進めることができる。 

（2）事業の効率性 

 事業の対象となる医療機関及び病床は、地域医療構想に即したものであ

るとして地域医療構想調整会議で認められたものであり、最小限の財政支

援で適切な医療提供体制が整備でき、地域医療全体に効果が波及するもの

と考えている。 

その他  
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事業の区分 2 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 

医療 No.6 

在宅医療連携体制構築事業 【総事業費（計画期間

の総額）】 

35,167 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 郡市医師会、県歯科医師会、医療機関 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

高齢者が増加の一途をたどっているにもかかわらず、住み慣れた地域

や自宅で生活し続けたいという住民のニーズに応える体制は十分とは

言えない現状であることから、地域における包括的かつ継続的な在宅

医療の提供体制の充実・強化を図る必要がある。さらに、地域住民の在

宅医療への理解を得ることで、適切な医療の提供、受診に繋げる必要が

ある。 

アウトカム指標：在宅等での死亡割合の増加（Ｒ1：27.3％→Ｒ3：

27.8％） 

事業の内容 

（当初計画） 

在宅医療に携わる他職種の支援、情報の集約等の機能を備えた在宅

医療連携拠点や、特別な支援を要する者に対して治療を行うことので

きるシステムの拠点となる在宅歯科医療支援センターの運営に対する

補助 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

在宅医療連携拠点補助施設数（3施設） 

在宅医療連携拠点施設が実施する診療支援の取組や歯科診療の件数

（Ｒ1：180 件→Ｒ3：200 件） 

アウトプット指標

（達成値） 

 在宅医療連携拠点補助施設数（3 施設）、在宅医療連携拠点施設が実

施する診療支援の取組や歯科診療の件数（R3：198件） 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：在宅等での死亡割合の増加 →

確認できた（R3実績：26.8％（3.2％減）） 

（1）事業の有効性 

医療従事者を対象とした研修会の開催、がんや難病の在宅患者など

具体的に分野を絞り込んだ症例検討会の実施など、質の向上や在宅医

療を支える多職種の連携を支援するとともに、地域の歯科診療所では

なかなか対応が難しい在宅療養患者の歯科治療を提供する体制を整備

するなど、地域での継続的な在宅医療の提供体制の構築に成果があっ

たものと考えている。 

（2）事業の効率性 

事業実施主体は、医師会や地域での拠点となる医療機関であり、本事

業の実施により各地域での在宅医療関係者の連携の中核となる人材が

育成されることから、最小限の財政支援で各地域の他の事業者や医療

機関等にも効果が波及するものと考えている。 

その他  
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事業の区分 2 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 

医療 No.7 

看護師等育成強化事業 

（訪問看護管理者研修） 

【総事業費（計画期間

の総額）】 

863 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

在宅医療を推進するために訪問看護が果たすべき役割は大きい。し

かし、事業所の運営等に苦慮し短期間で管理者が代わる施設もある。そ

こで、管理者が必要な能力について学び実践することで、運営の安定化

を図り、訪問看護の質の向上と人材確保を目指す必要がある。 

アウトカム指標：県内の訪問看護ステーション数 

 （Ｒ1）174ヶ所→(Ｒ3)175カ所 

事業の内容 

（当初計画） 

看護職員に対し必要な知識や技術を習得させるための研修を実施し、

より高度な知識と技術を持った看護職員の育成・確保を進める。 

○訪問看護管理者研修（訪問看護ステーション管理者を対象にした研

修会の実施（各圏域 5回/年） 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

訪問看護管理者研修会に参加した施設数 

（Ｒ1）114 施設→→（Ｒ3）125施設 

アウトプット指標

（達成値） 
研修会に参加した施設数（Ｒ3実績：130施設） 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：県内の訪問看護ステーション

数 →確認できた（Ｒ3実績：177 ヶ所） 

（1）事業の有効性 

本事業の実施により、愛媛県の全域において、在宅医療関係者間での

顔の見える関係が構築され始め、在宅医療従事者間の連携が促進して

いると考える。 

（2）事業の効率性 

事業開始の早い段階から、実行委員会を開催することで、地域のニー

ズをもとにした研修プログラムの構築ができたとともに、周知ができ、

効率的に執り行われた。 

その他  
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事業の区分 2 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 

医療 No.8 

薬剤師支援事業 

（在宅医療支援薬剤師等普及事業） 

【総事業費（計画期間

の総額）】 

10,994 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 県薬剤師会 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

在宅医療を推進するためには、薬剤師が質の高い薬学管理を実施し、在

宅患者への最適かつ効率的で安全・安心な薬物療法を提供していくこ

とが重要であるが、在宅医療に取り組む薬剤師の経験不足や知識不足

等が課題となっている。また、医療機関を退院した患者と在宅対応が可

能な薬局をいかにしてつなぐかが問題となっている。 

アウトカム指標：薬局・医療施設従事薬剤師数（人口 10万人対数）の

増加。令和 3 年度は、全国平均である 190.1 人をアウトカム指標とす

る。（医師歯科医師薬剤師数調査）（Ｈ28:170.0 人→Ｈ30:182.3 人） 

事業の内容 

（当初計画） 

在宅医療に係る薬剤師の育成を行うとともに、在宅医療連携の拠点と

なる在宅薬局支援センターの運営及び在宅医療薬剤師の確保を行う。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

在宅医療に係る薬剤師の養成研修会（目標：3回） 

アウトプット指標

（達成値） 

在宅訪問のできる薬局数 

（Ｒ1）325 施設→（Ｒ2）343施設→（Ｒ3）343施設以上 

在宅訪問実績薬局数 

（Ｒ1）258 施設→（Ｒ2）283施設→（Ｒ3）283施設以上 

事業の有効性 

・効率性 

在宅訪問のできる薬局数（Ｒ3実績：342施設） 

在宅訪問実績薬局数（Ｒ3 実績：280 施設） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：薬局・医療施設従事薬剤師数

（人口 10万人対数）の増加（医師歯科医師薬剤師数調査） 

→Ｒ2.12.31 現在 190.3 人（R4.3 公表） 

その他 

（1）事業の有効性 

本事業の実施により、在宅医療関係者間の連携を促進し、また、医師

会等多職種に対し在宅訪問のできる薬局の周知及び情報提供を行い、

地域包括ケアシステムの構築に必要な在宅医療の普及を推進する。 

（2）事業の効率性 

医療圏域毎に在宅訪問のできる薬局を把握したうえで、医師等多職

種に周知するとともに、登録を行った薬局については随時 HP を更新

し公表することで、効率的に在宅訪問のできる薬局を周知した。 
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事業の区分 4 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

医療 No.9 

医師確保対策推進事業（女性医師等就労支援事

業、若手医師等定着支援モデル事業） 

【総事業費（計画期間の総額）】 

2,452 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 県、郡市医師会 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

増加傾向にある女性医師の出産・育児による離職防止や再就業を促進し、地

域医療に必要な医師の確保を図る。また、県内の医師偏在が顕著化する中、

医師少数地域での医師確保・定着促進は急務であり、地域の特性に応じた対

策が必要。 

アウトカム指標：医療施設従事医師数に占める県内の女性医師の割合（医

師・歯科医師・薬剤師統計）（Ｈ30：18.2％→Ｒ3：19.0％） 

新居浜・西条圏域における医師数（Ｈ30：437人→Ｒ3：467 人） 

事業の内容 

（当初計画） 

女性医師からの再就業に係る相談業務、再就業先となる医療機関等の情報

収集、女性医師の就労支援に資する懇談会等の開催等を行い、女性医師等

の離職防止や再就業の促進を図る。また、各圏域の郡市医師会等が中心と

なって若手医師・医学生に対して研修会等を開催し、医師少数区域への定

着促進を図る。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

○研修会等に参加した若手医師・医学生の人数(R2:159 人→R3:159 人以上) 

○女性医師支援懇談会の出席者 対前年比 10％(R2:14 人→R3:15 人) 

※大規模な研修会・懇談会はコロナの影響により中止 

アウトプット指標

（達成値） 

〇研修会等に参加した若手医師・医学生の人数 

（R3実績：141名 前年度から 27名増） 

〇女性医師の就労等に関する研修会・講演会等の参加人数 

（R3実績：49名 前年度から 35名増） 

事業の有効性 

・効率性 

（1）事業の有効性 

若手医師の県外流出を防ぐには、魅力のある研修を通して若手医師の求

める症例を学べる環境を作ることが必要であるが、当事業では、主に総合診

療医を目指す医師に対して若手医師が求める症例に触れる機会の創出や外

部から講師を招き、各医師の知識の深化を図ることができた。 

一旦、離職した女性医師が復職し医療に従事することは、医師確保の視点

からも重要な位置づけであり、復職における相談窓口や定期的な講演会の

継続的な設置や開催は必要不可欠である。 

（2）事業の効率性 

両事業とも、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から必要に応じて

開催方法を WEB 形式にするなど、制限のある中で最大限対象となる医師に

案内し、開催することができた。 

その他  
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事業の区分 4 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

医療 No.10 

地域医療体制確保医師派遣事業 

【総事業費（計画期間

の総額）】 

32,619 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 郡市医師会、医療機関 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

 各圏域で必要とされる診療機能の確保が困難な、あるいは困難にな

る可能性がある医療機関からのニーズに対して、各圏域の医療資源に

あわせた医師派遣体制を構築することにより、圏域ごとに自立した医

療提供体制を整備する必要がある。 

アウトカム指標：支援を受け体制を確保できた医療機関数（Ｒ2：24機

関→Ｒ3：24機関） 

事業の内容 

（当初計画） 

医師偏在又は高度急性期病床が不足する圏域で、要支援医療機関に対

し医師を派遣する病院への支援。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

協力医療機関から要支援機関に派遣された医師の診療時間 対前年比

10％増（Ｒ2：12,512時間→Ｒ3：13,763 時間） 

アウトプット指標

（達成値） 

○協力医療機関から要支援機関に派遣された医師の診療時間（R3実績：

10911.5時間） 

○地域の連携体制の構築に取り組む圏域数（6圏域） 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：○支援を受け体制を確保でき

た医療機関数→確認できた（Ｒ3実績：24機関）〇退棟患者のうち同

一院内の他棟以外に退棟した患者数の割合（病床機能報告制度）→確

認できた（R2実績:75.53％） 

（1）事業の有効性 

 転換可能な病院に対し、高度急性期への病床転換を促進させるため

には、医師偏在又は高度急性期病床が不足する圏域の要支援医療機関

に対し医師を派遣し、地域の医療機能を維持しつつ、地域連携により現

状の人材を活用しながら、医師偏在を調整することが必要であること

から、事業は有効なものであったと考える。 

（2）事業の効率性 

地域医療構想に即した機能分化や連携推進を図るため、潜在的に転

換可能な病院に対する医師派遣と並行し、救急医療体制の充実のため、

「t-PAホットライン」や「急性冠症候群(ASC)ネットワーク」の体制を

取り入れ、実績・効率が上がっている。 

その他  
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事業の区分 4 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

医療 No.11 

救急医療対策事業 【総事業費（計画期間の

総額）】 

73,574千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 県、消防本部、郡市医師会、医療機関 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

小児救急への対応が可能な医療機関の確保が困難となっているため、

小児二次救急医療体制に参画する医療機関を支援し、体制の維持・確保

を図る必要がある。また、救急搬送時間が延長するとともに、搬送件数

が増加する中にあって、救急患者受入体制の維持・確保のために救急医

療機関の円滑な受入及び医師の負担軽減を図る必要がある。 

アウトカム指標：二次救急医療機関数（Ｒ2：47機関→Ｒ3：47 機関（維

持））※二次医療機関の負担軽減が医師の負担軽減・確保につながる 

事業の内容 

（当初計画） 

輪番制により小児二次救急医療等を実施している医療機関や、輪番制

病院への警備員配置に対し運営費を補助するとともに、救急搬送シス

テムを運用することにより救急搬送体制を強化する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

小児二次救急実施地区数（Ｒ3年度 2地区（維持）） 

救急搬送システム運用実施機関（Ｒ3年度 14消防機関（維持）） 

アウトプット指標

（達成値） 

小児二次救急実施地区数（2地区（維持）） 

救急搬送システム運用実施機関（14 消防機関（維持）） 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：二次救急医療機関数 

→ 確認できた（Ｒ3実績：47 機関） 

（１） 事業の有効性 

医師不足が顕著な小児医療において、小児救急医療体制を維持する

とともに、システムの活用により効率的な救急搬送体制を構築するこ

とができた。 

（２） 事業の効率性 

対象医療機関が小児救急医療を担う日数に応じた支援を行うととも

に、システムの活用に当たっては関係消防機関が応分の負担をするこ

とで、効率的な事業執行を図った。 

その他  
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事業の区分 4 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

医療 No.12 

医科歯科連携推進事業（歯科医療従事者等人材養

成事業） 

【総事業費（計画期間

の総額）】 

69,540 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 県歯科医師会、郡市歯科医師会、県歯科技工士会 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

口腔の衛生状態や健康度が、治療と病気の進行度や予後に大きく関わ

ることから、医科歯科連携や口腔ケアの重要性が高まっているが、これ

らの業務に従事する歯科衛生士等の歯科医療関係者は、現状では主に

歯科医療機関内で歯科医師の治療の補助に当たるに留まっているた

め、人材が不足している。 

アウトカム指標：就業歯科衛生士数の増加（Ｈ30：1,601 人→Ｒ3：1,697

人）※隔年調査のため、最新値が未確定 

事業の内容 

（当初計画） 

がんや認知症に関する研修会等の開催による歯科医療従事者等の人材

養成、歯科技工士に対する離職防止や復職支援の実施、就学支援制度

や復職に必要な研修の実施、歯科衛生士養成所の設備整備による歯科

衛生士の確保等 

アウトプット指標

（当初の目標値） 
歯科医療従事者等に対する研修の実施回数（延べ 20 回） 

アウトプット指標

（達成値） 
歯科医療従事者に対する研修の受講者数（R3実績：455人） 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：歯科衛生士養成学校を卒業し

た学生で県内に就職した歯科衛生士の人数（Ｒ2：61 人→Ｒ3：64人） 

（1）事業の有効性 

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、研修会の実施回数は当初

の目標値を達成できなかったが、歯科衛生士養成所の学生に対する修

学支援事業や歯科医療機関に従事する歯科衛生士や歯科医療資格を有

している非就業者に対して、広報等で支援事業の周知を図ることで、医

科歯科連携や口腔ケアに従事できる人材を養成につなげることができ

た。 

（2）事業の効率性 

歯科衛衛生士を目指す学生への支援や現在就業している歯科衛生士

と現場復帰を希望している非就業者に対して研修会や啓発活動を実施

することで、効率的に人材確保に努める。 

その他  
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事業の区分 4 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

医療 No.13 

医療勤務環境改善支援センター運営事業 【総事業費（計画期間

の総額）】 

5,151 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

医師や看護職員など医療従事者の離職防止等を図るため、各医療機関

における医療従事者の勤務環境改善に係る取組みを促進する必要があ

る。 

アウトカム指標：病院常勤看護職員離職率の低下（Ｈ29：9.5％→Ｒ

1：9.1％→Ｒ3：8.9％） 

事業の内容 

（当初計画） 

医療機関から、勤務環境の改善に係る相談を受け、医業経営の専門家

や医療労務管理の専門家が助言等を行い、必要に応じて訪問による支

援を実施するほか、勤務環境改善の必要性を啓発する研修会等を開催

する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数（1ヶ所

以上） 

アウトプット指標

（達成値） 

センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数：（R3実

績：1カ所） 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：病院常勤看護職員離職率→確

認できた（H28:9.5％→H30:9.1％→R1:9.3％→R2：8.8％） 

（1）事業の有効性 

研修会の開催等により、医療機関への普及啓発を図ったほか、医業経

営等の専門家が、医療機関からの相談を受け、助言等を行うことによ

り、効果的に医療機関における勤務環境改善に向けた取り組みを支援

した。 

（2）事業の効率性 

県医師会や県看護協会など地域の関係団体と連携し、医療機関のニ

ーズに応じた支援を実施するなど、効率的に事業を実施した。 

その他  
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事業の区分 4 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

医療 No.14 

看護師等養成所運営費補助金 【総事業費（計画期間

の総額）】 

163,416千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 看護師養成所 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

看護職員は依然として不足が見込まれ、新規確保を図る必要があるこ

とから、看護職員の新規確保の根幹的な役割を果たす看護師等養成所

の運営継続のためには運営費に対する補助が必要。 

アウトカム指標：①県内看護師養成学校等の卒業生のうち、看護職とし

て就職した者の割合（Ｒ2：90.3％→Ｒ3：90％以上）②卒業者に占める

県内就業率（Ｒ2：70.7％→Ｒ3：71.0％） 

事業の内容 

（当初計画） 

依然として不足が見込まれる看護職員の新規確保の根幹的な役割を果

たす看護師等養成所の運営に対する補助を行い、県内における看護職

員の新規確保及び質の高い医療の提供を図る。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

補助施設数（8カ所） 

アウトプット指標

（達成値） 
補助施設数（Ｒ3実績：8カ所） 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：①県内看護師養成学校等の卒

業生のうち、看護職として就職した者の増加 確認できなかった（Ｒ3

実績：88.7％）②卒業者に占める県内就業率の増加 確認できた（Ｒ3

実績:79.1％） 

（1）事業の有効性 

本事業の実施により、当該養成所における質の高い看護教育の提供

が行えたと考える。 

（2）事業の効率性 

看護職員の新規確保の根幹的な役割を果たす看護師等養成所の運営

に対する補助を行うことが、より質の高い看護教育の提供に繋がり、県

内における看護職員の新規確保及び質の高い医療の提供が行える。 

その他  
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事業の区分 4 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

医療 No.15 

看護師等支援事業 【総事業費（計画期間

の総額）】 

9,966 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 県、県看護協会、看護師養成所 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

少子高齢化の進展による医療ニーズの増大と高度化、療養や生活の場

の多様化に伴う看護・介護ニーズに対応していくために、より質の高い

看護職を育成し、定着、離職防止を図る必要がある。 

アウトカム指標： ナースセンター登録者のうち復職した人数 

目標：(Ｒ1)319人→(Ｒ2）実績値未確定→(Ｒ3)Ｒ2 と比較して増加 

事業の内容 

（当初計画） 

更なる看護職員の確保が必要であるため潜在看護師等に着眼し、再就

業支援事業等を実施することで看護職員の定着、復職を図る。また、

県内中小病院の看護職員を対象にした実態調査を実施する。 

・中小病院等看護職員離職防止支援事業 

・就労環境改善事業 ・看護教員養成支援事業 ・再就業支援事業  

・看護ネットワーク推進事業 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・看護職員離職時等の届出数  

目標：（R1）426人→（R3）430 人 

・届出者のうち復職を希望する者の割合 

目標：(R1)56.8％→(R3)60％ 

・潜在看護師等を対象とした復職支援研修の受講人数 

 目標：（R1)52人→(R3)60 人 

アウトプット指標

（達成値） 

・看護職員離職時等の届出数 （Ｒ3実績 415人） 

・届出者のうち復職を希望する者の割合（Ｒ3実績 53％） 

・潜在看護師等を対象とした復職支援研修の受講人数（R3実績 60 人） 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：ナースセンター登録者のうち

復職した人数 → 確認できた (Ｒ3実績：1596人) 

（1）事業の有効性 

看護職員離職時等における届出制度は、Ｒ3年度は 415人から届出が

あり、うち 5割以上が復職を希望しており、今後復職についても期待が

できる。 

また、復職希望者に実技研修等を実施することで、安心して復職がで

き、かつ定着も図ることができると考え、継続していく。 

（2）事業の効率性 

潜在看護師等復職支援研修については、H29年度から、事業内容を一

部変更して実施しているところ。個別面談によるマッチング作業が必

要であるため受講者数を大幅に増加させることは難しいが、令和 3 年

度の就職率は 54.5%（未就業者 55名中 30名）となっており、県内の看

護師確保について成果が上がっている。 

その他  

  



   

34 

事業の区分 4 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

医療 No.16 

看護師等研修事業 【総事業費（計画期間の総額）】 

39,406 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 県、県看護協会、医療機関 

事業の期間 令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

少子高齢化の進行による医療ニーズの増大と高度化、療養の場の多様化に
伴う看護ニーズに対応するためには、看護職員の確保・定着と質の向上が
不可欠であるが、新人看護職員の離職率は改善傾向にあるものの、小規模
施設においては、自施設内での研修受講機会が少なく、看護職員としての
スキルアップが図りにくい等の課題がある。 
アウトカム指標： ①県内看護師養成学校等の卒業生のうち、看護職とし
て就職した者の割合（Ｒ2：90.3％→Ｒ3：90％以上） ②新人看護職員離
職率（Ｒ1：12.2％→Ｒ3：7.8％） 

事業の内容 

（当初計画） 

看護教員及び看護職員に対し必要な知識や技術を習得させるための研修
を実施し、看護職員の資質向上と職場定着を進める。 
○実習指導者講習会事業、○看護教員継続研修事業、○新人看護職員研
修事業、○新人看護職員研修体制支援事業（新人看護職員がガイドライ
ンに沿った研修を受けることのできる環境を整備するための方策の検
討、中小規模病院の新人看護師対象の合同研修の開催等）、○看護職員県
内定着促進事業（看護職員確保・定着のために、中高生に対し看護職員
の魅力発信、合同就職説明会等） 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

○看護教員継続研修事業修了生の延人数（Ｒ2：80人→Ｒ3：90人） 
○新人看護職員研修責任者・教育担当者研修事業の参加延人数（Ｒ1：255
人→Ｒ3：150人）○看護職員人材派遣研修の利用施設数（Ｒ1：57 件→Ｒ
3：50件）○ふれあい看護体験の参加延人数（Ｒ1：581 人 → Ｒ3：500人）
○看護職員合同就職説明会の参加延人数（Ｒ1：204 人→Ｒ3：250人） 

アウトプット指標

（達成値） 

〇看護教員継続研修事業修了生の延人数（Ｒ3実績：44 人） 

〇新人看護職員研修責任者・教育担当者研修事業の参加延人数(R3 実

績:160人) 

〇看護職員人材派遣研修の利用施設数（Ｒ3実績：46 件） 

〇ふれあい看護体験の参加延人数（Ｒ3実績：133人） 

〇看護職員合同就職説明会の参加延人数（Ｒ3 実績：コロナのため「愛媛

県看護師就活ナビ」の冊子配布（1,500 部）。オンライン看護職合同就職説

明会を開催（56施設が参加）） 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： →確認できた 

① 県内看護師養成学校等の卒業生のうち、看護職として就職した者の割

合(Ｒ3実績：89.3％） ②新人看護職員離職率（Ｒ2実績：4.7％） 

（1）事業の有効性 

新人看護職員離職率は減少しており、看護職員の定着については、効果

が表れていると考えられるが、コロナによる学生時代の学習環境や就労環

境の変化等が、今後影響する可能性を考慮し、引続き支援が必要と考える。 

本事業の実施により、県内看護師養成学校等の卒業生のうち、看護職と

して就職した者の割合が 89.3％で、目標の 90％以上をほぼ達成したこと

から看護職員の確保については効果があった。さらに、愛媛県の全域にお

いて、医療の高度化や県民の期待に応えることのできる、看護専門職とし

ての基礎的能力の向上に繋がったと考える。 

（2）事業の効率性 

研修受講者が、自施設でリーダーとなって研修復命や学習会を実施する

ことにより、各施設の看護職員の資質向上が効率的に図られている。 

その他  
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事業の区分 4 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

医療 No.17 

保健師等指導事業 【総事業費（計画期間

の総額）】 

1,194 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

疾病構造や人口構造などの変化に伴い、地域住民の医療・介護、健康に

対するニーズは多様化してきている。そこで、公衆衛生の視点から地域

の健康課題に着目できる保健師の能力強化を目指した計画的な人材育

成が必要である。 

アウトカム指標：自組織の上司・同僚と連携し、組織的活動を計画・実

践できていると答えた保健師数 

目標：(Ｒ1)21人中 19人→(Ｒ3)10 人中 10人 

リーダー期・中堅期保健師の役割と今後の取組みが明確になった受講

者数（Ｒ1）約 9割→(Ｒ3)Ｒ1と同程度 

事業の内容 

（当初計画） 

今後の保健師の活動の方向性や人材育成のあり方を検討し、活動の要

となるリーダー期や中堅期保健師を対象とした研修会を実施して、組

織内での役割を再認識し必要な能力の強化を図る。 

○保健活動に関する検討事業、○リーダー期・中堅期保健師スキルア

ップ研修（Ｒ3年度は中堅期のみ実施） 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

研修会参加者数と組織数 

（Ｒ1：21人・16組織）→(Ｒ3：10人・10組織） 

アウトプット指標

（達成値） 

・保健活動に関する検討事業 

Ｒ3実績：検討会 1回 

研修会 1回（参加者 4人・参加組織 4組織） 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：保健活動の評価・まとめ方やプ

レゼンスキル等の向上につながった者の割合（R3）100％ 

（1）事業の有効性 

検討会では、保健師活動指針策定を通じて、今後の保健師活動につい

て話し合い、また強化したいこと等について見直すことができた。 

研修会では、保健師活動の評価・まとめ方など、スキル向上につなが

った。 

本事業での検討会、研修は、自組織の課題と今後の取組みについて考

えるうえで、有効なものとなっている。 

（2）事業の効率性 

保健師のコアを強化するための研修会を県庁が企画実施し、各地域

の課題や保健師の状況に応じた研修企画を各保健所が行うなど役割分

担ができている。 

その他  
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事業の区分 4 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

医療 No.18 

産科医等確保支援事業 【総事業費（計画期間

の総額）】 

64,640 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 市町 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

県内において、産科医療機関及び産科医等が減少しており、その維持・

確保のため、分娩手当を支給してその処遇改善を図る必要がある。 

アウトカム指標  

・手当支給施設の産科・産婦人科常勤医師数（Ｒ1）63人→(Ｒ3)66人 

・分娩 1000件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 12.1人 

事業の内容 

（当初計画） 

産科医等の処遇を改善しその確保を図るため、分娩手当等を支給する

分娩取扱機関に対して財政支援を行う。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

手当支給医師・助産師数 141 人 手当支給施設数 21施設 

アウトプット指標

（達成値） 

・手当支給者数 Ｒ3実績：182人 

・手当支給施設数 Ｒ3実績：22施設 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 →確認できた（Ｒ3実績：

73 人） 

・分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 →確認

できた。（Ｒ3 実績：13.2 人） 

（1）事業の有効性 

一部の産科医療機関の閉院等に伴い医師数は令和 2 年度より減少し

ているが、産科医等に対する経済的処遇が改善されたことにより、産科

医等の確保については概ね有効であったと考える。 

（2）事業の効率性 

本事業は、市町を通じて医療機関に補助するものであるが、県と地域

の実情に通じた市町が、それぞれの立場に応じて役割（事務）分担を行

い、協力して事業を実施したため、効率的であった。 

その他  
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事業の区分 4 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

医療 No.19 

周産期医療対策強化事業 【総事業費（計画期間

の総額）】 

7,200 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 医療機関（大学） 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

愛媛大学医学部の産婦人科医局、小児科医局は、当該診療科の過酷な勤

務状況や訴訟リスク等により、医局員確保の難易度が増す一方で、慢性

的な医師不足となっている県内産婦人科、小児科から、医局による医療

機関への応援体制の充実を求められており、医局員の確保を図るため、

周産期医療を担当する医師の処遇を改善する必要がある。 

アウトカム指標 

新生児医療を担当する医師数：（Ｒ2）7人（現状維持） 

周産期医療を担当する医師数 産婦人科：（Ｒ2）16 人（現状維持） 

小児科：（Ｒ2）28人（現状維持） 

事業の内容 

（当初計画） 

愛媛大学医学部附属病院の周産期医療を担当する医師（産婦人科・小

児科）に対する手当の支給を補助する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

手当支給件数 新生児医療担当医手当 目標：年間 240 件 

小児期・周産期カウンセリング手当  目標：年間 240 件 

アウトプット指標

（達成値） 

手当支給件数 新生児医療担当医手当 Ｒ3実績：172 件 

小児期・周産期カウンセリング手当  Ｒ3実績：210 件 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： →確認できた 

新生児医療を担当する医師数（Ｒ3実績：7人） 

周産期医療を担当する医師数（Ｒ3実績 産婦人科：16人）  

同（Ｒ3実績 小児科：33 人） 

（1）事業の有効性 

本事業の実施により、産科医等に対して経済的処遇が改善されたた

め、産科医等の維持・確保に有効であったと考える。 

（2）事業の効率性 

愛媛大学医学部は、県内産婦人科、小児科から応援体制の充実を求め

られており、本事業により、効率的に産科医等の処遇改善を図ることが

できた。 

その他  
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事業の区分 4 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

医療 No.20 

薬剤師支援事業（薬剤師確保事業） 【総事業費（計画期間

の総額）】 

3,845 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 県薬剤師会 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

近年の医薬分業の普及、在宅医療への取組み、医療機関での病棟薬剤師

の役割の増大などに伴い、薬剤師不足が大きな問題になっている。 

アウトカム指標：薬局・医療施設従事薬剤師数（人口 10万人対数）の

増加。令和 3 年度は、全国平均である 190.1 人をアウトカム指標とす

る。（医師歯科医師薬剤師数調査）（Ｈ28:170.0人→Ｒ2:182.3人） 

事業の内容 

（当初計画） 

在宅医療を推進するため、休職中の薬剤師が安心して復職できるよ

う、昨年度作成した座学及び実務実習に関するプログラムに基づき、

復職支援講習会及び実務実習を実施して復職支援を進め、質の高い薬

学管理が可能な薬剤師育成のための取組を行うとともに、人材の確保

を図る。また、一人薬剤師の薬局等に対し、周辺地域に勤務する薬剤

師の緊急派遣などの協議・調整を行うための体制整備を支援する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

復職支援講習会受講者数（10 名） 

アウトプット指標

（達成値） 
主薬局薬剤師副薬局薬剤師登録件数（Ｒ3実績：35 件） 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：薬局・医療施設従事薬剤師数

（人口 10万人対数）の増加（医師歯科医師薬剤師数調査）→Ｒ2.12.31

現在 190.3 人（R4.3公表） 

（1）事業の有効性 

「主薬局薬剤師副薬局薬剤師」を活用することにより、薬剤師が少な

い薬局においても在宅業務の要望に応えることができるようになる。 

（2）事業の効率性 

愛媛県内には小規模薬局が多数あることから、在宅業務を希望する

小規模薬局が「主薬局薬剤師副薬局薬剤師」を活用することで、県内全

域において効率的に在宅薬局を普及することができる。 

その他  
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事業の区分 6 勤務医の労働時間短縮に関する事業 

事業名 

医療 No.21 

地域医療勤務環境改善体制整備事業 【総事業費（計画期間

の総額）】 

36,890 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 
令和 3年 4月 1日 ～ 令和 4年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療 

・介護ニーズ 

救急医療など地域の医療を支える勤務医は、長時間の勤務に従事して

いるが、医師個人の健康の懸念があるため、地域での医療提供体制を確

保しつつ、過酷な勤務環境となっている医師の環境改善を図る必要が

ある。 

アウトカム指標：特定行為研修を受講した看護師数の増加（Ｒ1：9 人

→Ｒ5：30人） 

事業の内容 

（当初計画） 

医療機関が作成した「勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する計

画」に基づく取組みを総合的に実施する事業に対する支援。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

対象となる施設数：2病院 

アウトプット指標

（達成値） 

対象となる施設数：1病院 

事業の有効性 

・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標→確認できなかった（令和 5年 3

月頃に結果が公表されるため） 

（1）事業の有効性 

労働時間短縮により、医師の健康を確保するとともに、タスクシフト

／シェア等病院全体において働き方の見直しに繋がることが期待され

る。 

（2）事業の効率性 

勤務医の労働時間短縮を目指すことは、医師個人の生活の質を改善

することに留まらず、医師以外の医療従事者の働き方の見直しにも繋

がり、効率的な医療提供体制の構築を促進する効果がある。 

その他  
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３．事業の実施状況 

令和３年度愛媛県計画に規定した事業について、令和３年度計画終了時における事業の

実施状況を記載。 

（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【NO.1】 

介護基盤整備事業 

介護施設開設準備経費助成事業 

【総事業費】 

708,803 千円 

 

事業の対象となる区域 宇摩圏域、新居浜・西条圏域、今治圏域、松山圏域、八幡浜・大洲

圏域、宇和島圏域 

事業の実施主体 民間事業者 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が住み慣れた地域で暮らせる社会づくりを推進する。 

アウトカム指標：  

 地域密着型サービス施設等の定員総数 １８，９７５人 

事業の内容（当初計画） ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支

援を行う。 

④介護施設の看取り環境の整備に対して支援を行う。 

⑤新型コロナウイルス感染拡大防止対策に対する支援を行う 

整備予定施設等 

広域型施設の大規模改修・耐震化     30床（１カ所）   

アウトプット指標（当

初の目標値） 

 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施

設等の整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サ

ービス提供体制の整備を促進する。 

【定量的な目標値】 

・認知症高齢者グループホーム 2,540床（153カ所）→ 2,567床（155カ所）              

・小規模多機能型居宅介護事業所 498床（63カ所）→ 507床（64カ所） 

・広域型施設の大規模改修・耐震化 0床（0カ所）→ 30床（1カ所） 

・既設の特養多床室のプライバシー保護のための改修 ※平成 29年度にも計上 

0床（0カ所）→ 56床（1カ所） 

・介護医療院（介護療養型医療施設から転換）※開設のみ 基盤は R2年度に計上  

60床（1カ所） →  151床（3カ所） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 ※開設のみ 基盤は H30年度に計上 

161床（19カ所）→ 170床（20カ所）  

・介護施設の看取り環境の整備 0カ所 → 4カ所 

・簡易陰圧装置の設置 0カ所 → 3か所 

・特別養護老人ホーム（30人以上） ※開設のみ 
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2,274床（24カ所）→ 2,304床（25カ所）   

・介護付きホーム ※開設のみ   0床（0カ所）→ 4床（1カ所） 

アウトプット指標（達

成値） 

 地域密着型サービス施設等の整備が進んでいる。 

・広域型施設の大規模改修・耐震化 0床（0カ所）→ 30床（1カ所） 

・既設の特養多床室のプライバシー保護のための改修   

(整備数)106床（4カ所）→ (整備数)114床（5カ所） 

・介護施設の看取り環境の整備 0カ所 → 2カ所 

・簡易陰圧装置の設置 0カ所 → 4か所 ※1か所は令和 4年度に繰越し実施中 

・ゾーニング環境等の整備 0カ所 → 1か所 ※令和 4年度に繰越し実施中 

・多床室の個室化改修 0カ所 → 1か所 ※令和 4年度に繰越し実施中 

・特別養護老人ホーム（30人以上） ※開設のみ 

           2,274床（24カ所）→ 2,304 床（25カ所）  

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

 地域密着型サービス施設等の定員総数 １８，９７５人 

  指標：１８，３９２人から５８３人増加した。 

（１）事業の有効性 

  介護保険制度の保険者である市町が、日常生活圏域のニーズ

等を踏まえて策定した計画に基づき必要とする施設・設備の不

足を補うものであり、地域包括ケアシステムの構築に向けて、大

いに効果が期待できるものである。 

（２）事業の効率性 

  地域包括ケアシステムの構築に向けて、必要とされる施設・設

備整備に取り組む介護事業者に対し、市町を通じて補助するこ

とにより、最小限の財政支援で効果的な施設・設備整備を行って

いる。 

その他  
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（事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.1】 

 福祉・介護人材確保対策事業（協議会設置） 

【総事業費】 

2,118 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県（県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

増加する福祉・介護人材の需要に対して、効果的な人材確保

対策を実施するため、関係機関の連携体制を構築し、既存事

業の改善及び新規事業の検討を行う。 

アウトカム指標：既存事業の改善状況及び新規事業の実施

状況 

事業の内容（当初計画） 県社会福祉協議会を中心として、行政関係者、有識者、種別

協議会、事業所、その他関係機関における検討会議を設置、

介護現場で必要とされる人材確保について計画的な取組強

化を検討、実現するため連携等に取り組むほか、福祉人材セ

ンターにコーディネーターを配置し、介護等人材に係る分

析データを関係機関等に提供し関係機関が連携し検討を進

める。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

協議会の開催回数：２回 

アウトプット指標（達成

値） 

協議会の開催回数：２回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：既存事業の改善状

況及び新規事業の実施状況 

 

（１）事業の有効性 

有識者、種別協議会、事業所、関係機関等が顔の見え

る関係を築き、連携が促進されたことで、県内の福祉・

介護人材確保について各方面で抱える問題を共有し、必

要な取組みや改善点について検討することができた。 

（２）事業の効率性 

議題に応じた出席者の入れ替えや議題についての事

前の聴取などを行い、効率的に会議を実施している。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.2】 

 外国人介護人材受入連携強化事業 

【総事業費】 

7,173 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県（県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

受入施設側の理解促進や外国人介護人材の不安解消を図る

ための総合支援窓口として「愛媛県外国人介護人材支援セ

ンター」を設置する。 

アウトカム指標：外国人材の受入数 

事業の内容（当初計画） ①受入連携会議の開催（外国人介護人材に関して行政、職能

団体、有識者等で制度や取組状況等の情報交換を行う。） 

②相談窓口の設置や巡回相談（相談員による窓口相談や定

期的な巡回相談を実施し、施設側・外国人材側双方の悩みや

課題の解決に繋げる。） 

③各種セミナーの実施（受入制度の理解促進を図るための

研修会や外国人のケア等に関するセミナーを実施する。） 

④外国人介護人材の交流会の実施（職場を超えたネットワ

ークの構築によりモチベーション向上を図る） 

連携会議：年２回、巡回訪問回数：月４回程度、セミナー年

３回交流会：年３回 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

連携会議：年２回、巡回訪問回数：月４回程度、セミナー年

３回、交流会：年３回 

アウトプット指標（達成

値） 

連携会議：年２回、受入促進研修会年２回（東予、中・南予）、

交流セミナー：年２回（東予、中・南予） 

来所相談 30件、訪問相談２件、電話相談 140件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：外国人介護人材の

受入数  

（１）事業の有効性 

 介護の担い手確保による、地域の介護力の向上 

（２）事業の効率性 

 愛媛県外国人介護人材支援センターを中心に各種事業を

実施することにより、施設側の受入制度の理解促進や環境

整備が進むとともに、受入人材の悩みや不安解消が図られ、

外国人介護人材受入の円滑化につながる 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.3】 

 福祉・介護人材確保対策事業（介護等の仕

事魅力発信事業） 

【総事業費】 

8,106 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県（県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、福祉・介護業界の魅

力発信、イメージ向上を図り、将来の人材確保につなげる。 

アウトカム指標：福祉・介護の仕事に対する県民の理解・か

関心の向上 

事業の内容（当初計画） 介護の日の前後１週間を中心に、テレビ、ラジオ、新聞等の

マスメディアを通じて、福祉・介護の仕事の魅力が伝わるよ

うなキャッチーな広告を広く県民に発信する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

各媒体の広告回数：テレビＣＭ 年 40回以上 

アウトプット指標（達成

値） 

各媒体の広告回数：テレビＣＭ 年 275回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：事業対象が不特定

多数のため、測定は困難であるが、福祉・介護の仕事につい

て、県民の理解や関心が高まるよう努めた。 

（１）事業の有効性 

マスメディアを活用した積極的な広報を通じ、福祉・

介護分野の仕事の魅力を発信することで、福祉・介護分

野に関心を持っていなかった県民の目や耳に触れる機

会が増えている。 

（２）事業の効率性 

福祉の仕事の魅力が広く伝わるよう、キャッチーな発

信になるよう工夫した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.4】 

 介護の仕事魅力発信事業（介護現場から

の発信） 

【総事業費】 

4,090 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県老人福祉施設協議会 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

増加を続ける介護サービス需要に対応するため、介護サー

ビスを担う次世代の人材の確保を図る。 

アウトカム指標：次世代の介護人材の確保 

事業の内容（当初計画） 介護の日に合わせ、介護関係団体が連携して啓発活動やイ

ベントを開催するほか、県内の小中学校・高校の生徒等に地

域介護等に関する巡回型体験教室を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護の日啓発イベント等 １３回 参加者 １，３５０名 

アウトプット指標（達成

値） 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、イメージアッ

プ動画の作成及び配信、配付を実施 

・Youtube等での配信 

・県内中学・高校等への DVD配付（235か所） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：観察できなかった 

理由：次世代の人材確保が目的のため事業効果測定が困難 

（１）事業の有効性 

介護の日（11/11）に合わせ、普及啓発を行うことで、

介護業務に対する理解促進や、将来の介護人材の発掘・

育成を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

YouTube など、幅広い世代が視聴するメディアを活

用し、県内外に広くアピールできた 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.5】 

働く家族の介護力強化事業 

【総事業費】 

15,786 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県法人会連合会） 

事業の期間 令和３年４月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

現役で働く家族（現役の労働者）の既存の普及啓発事業への

参加率は低く、介護に関する情報や支援が届かないことが

課題となっていることから、働く家族向けに特化したセミ

ナー等の開催により、現役世代の介護への理解促進を図る。 

アウトカム指標：セミナーの受講により介護への理解を深

め、介護力を強化した働く家族を 680名以上養成する。 

事業の内容（当初計画） 少子高齢化の進展するなか、介護を社会全体で支えていく

ためには、現役で働く家族（労働者）も家庭や地域の一員と

して介護に関する理解や意識改革が不可欠であることか

ら、働く家族や経営者等に対する介護力強化セミナーの開

催等により、突然介護に直面した場合にも役立つ介護サー

ビス等の具体的情報について周知を強化し、介護への理解

を深めるとともに、将来の地域の貴重な人材（即戦力）とし

て、介護や生活支援の担い手養成を目指す。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

○介護力強化セミナーの開催 

＜経営者・人事管理者・働き家族向け＞  10回 

＜出前セミナー（専門家派遣）> 30事業所 

〇介護力強化シンポジウムの開催 １回 

アウトプット指標（達成

値） 

〇介護力強化セミナーの開催（計 5回） 

 出前セミナー（専門家派遣）：5回 

〇動画「介護への備え」配信 

※新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策として、集合

型のセミナーを開催しなかった。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：セミナーの受講に

より介護への理解を深め、介護力を強化した働く家族：  

※令和２年度は新型コロナ感染拡大防止のため、セミナー

の開催を中止 

（１）事業の有効性 

コロナ禍の中、可能な限り出前セミナーは実施し、介

護の担い手の育成を図った。 

（２）事業の効率性 

集合型研修に代わり、動画配信を行い、広く普及啓発

を行った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.6】 

 福祉・介護人材確保対策事業（介護等の仕

事魅力発見事業） 

【総事業費】 

3,475 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県（県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、事前の理解不足によ

る早期離職の防止や福祉・介護分野を将来の選択肢として考

える若年層の増加を図る。 

アウトカム指標：福祉・介護への入職希望者 

事業の内容（当初計画） 事業所見学・介護体験バスツアー事業（広く介護に関心を持

つ者を対象として、介護事業所等を見学・介護を体験するバ

スツアーを実施する。） 

職場体験事業（愛媛県福祉人材センターの求職登録者や地域

の潜在的な介護の担い手である主婦層、第２の人生のスター

トを控えた中高年齢層等を対象に、介護事業所等の職場体験

を実施し、正しい理解に基づく就職を支援する。） 

ジョブフェスの開催（介護分野での就職に関心ある学生や保

護者、一般の求職者を対象に、具体的な仕事の内容や事業所

等の説明等を実施し、仕事への理解を深め就職に繋げる。） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

バスツアー、職場体験及びジョブフェスへの参加者数 

バスツアー開催数：6回、参加者数：15名/回×6回＝90名 

 職場体験者数：120名、ジョブフェス参加者数：200名 

アウトプット指標（達成値） バスツアー参加者数：オンラインツアー27名 

職場体験者数：1名 ジョブフェス参加者数：218名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

（１）事業の有効性 

福祉・介護分野に関心を持っている県民への職場体験

を実施することで、参加者が福祉・介護分野への興味が

深まった。 

また、入職前に職場に対する正しい認識を持つことが、

入職直後のギャップによる離職を防ぐ一助になっている

と思われる。 

（２）事業の効率性 

広く募集を行うのみでなく、他の事業等で把握した求

職中の者にも情報提供等の働きかけを行うことで、効率

的に参加者及び入職者を確保している。 

その他 職場体験事業については、福祉人材センター登録者やキャ

リア支援専門員への相談者、初任者研修参加者に対する周知

を徹底する。バスツアーについては、家庭科・福祉系の教員

への周知及び学校訪問時の周知を行う。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.7（介護分）】 

 介護雇用プログラム推進事業 

【総事業費】 

60,969 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県（人材派遣会社） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護に関して一定の知識等を有し、即戦力となる介護人材の

確保を図る。 

アウトカム指標：介護職員初任者研修の修了者数 ４０人 

事業の内容（当初計画） 求職活動を行っている者を対象に介護雇用プログラムに参

加する人を雇用し、介護事業所等へ紹介予定派遣を行い、参

加者が働きながら介護職員初任者研修を受講できるよう支

援するとともに、派遣終了後にも継続して派遣先で就業でき

るよう促す。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

○派遣人数：40人 

アウトプット指標（達成

値） 

○派遣人数：46人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

○介護職員初任者研修修了者数：41人 

○派遣期間終了後、直接雇用となった人数：33人 

（１）事業の有効性 

介護資格を有する人材を一定数育成し、かつ就業に結

びつけたことにより、質の高い人材の不足に悩む介護事

業所にとって、即効性のある有効な対策となった。 

（２）事業の効率性 

介護施設への派遣に当たっては、派遣者の適正を十分

に見極めるとともに、派遣先施設との雇用条件等のすり

合わせを綿密に行ったことなどから、派遣期間終了後に

直接雇用につながった方が多かった。 

その他 本事業終了後、介護事業所に就業した者が、一定期間経過後

も継続して就労しているかどうか等、確認を行った。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.8】 

地域の介護人材参入・定着促進事業（介護員

養成研修受講促進事業） 

【総事業費】 

5,413 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県（県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の介護事業所が、補助的業務等に従事している初任段

階の介護従事者に、介護職員初任者研修を受講させる人材

育成の取組に助成することにより、介護従事者の資質向上

と離職防止を図る 

アウトカム指標：介護職員初任者研修を受講させる人材育

成に取り組む事業所数の増 

事業の内容（当初計画） 県内の介護事業所に勤務する介護職員が、介護職員初任者

研修を修了した場合に、当該研修の受講費用を助成する。 

（補助率 2/3、上限 5.5万円／人） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護職員初任者研修受講促進事業助成者数：100名 

アウトプット指標（達成

値） 

介護職員初任者研修受講促進事業助成者数：95名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員初任者研修を受講させる人材育成に取り組む事業

所数の増：67事業所 

（１）事業の有効性 

介護事業所に勤務する無資格の介護職員が介護職員

初任者研修を受講することにより、介護職員の資質の向

上に資するとともに、安易な離職の防止やキャリアアッ

プの意欲の向上につながり、施設全体の介護の質的向上

が図られる。また、人材育成に取り組む事業所が増える

ことにより、新たな介護人材の掘り起しにつながる。 

（２）事業の効率性 

補助率 2/3、上限 5.5万円／人で介護事業者の負担が

少なく、研修事業者も積極的に受講の働きかけを行うこ

とができ、介護事業所における有資格者の増加につなが

る。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.9】 

 福祉・介護人材確保対策事業（介護等人材

マッチング事業） 

【総事業費】 

14,893 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県（県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、求職者と求人事業所

の相互の情報不足のために就業に至らない状態を解消す

る。 

アウトカム指標：福祉人材センターを通じた就職者 

事業の内容（当初計画） 県内７か所のハローワークで、キャリア支援専門員派遣・出

張相談事業を行うほか、県内外の学校等を訪問や各事業所

を戸別訪問し、迅速かつ適切な求人求職支援を行う。 

また、ハローワークとの連携を深め、各地域における介護人

材確保につなげる。 

関係機関との事業連携を強化するために、福祉人材センタ

ー内にコーディネーターを配置する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

キャリア支援専門員の派遣回数：ハローワーク１か所あた

り１２回 

アウトプット指標（達成

値） 

キャリア支援専門員の派遣回数：ハローワーク１か所あた

り 12回（84日）  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：福祉人材センター

を通じた就職者数 51名 

（１）事業の有効性 

ハローワークに訪れる求職者に対して、福祉・介護分

野の職業を紹介し、具体的な職場へのマッチングを行う

ことで、求職者に適した環境を提示することができてい

る。また、事業所等に対しても、相談を行い、求人活動

及び職場環境の改善を行い、入職や定着の支援を行って

いる。県外の養成校訪問では、Ｕターン就職に向けたア

ピールができた。 

（２）事業の効率性 

訪問者が多い相談がメインの時間帯と、訪問者が少な

い時間帯を分析し、訪問者が少ない時間帯には地域の事

業所へ訪問を行い、求人の働きかけや、当事業の紹介を

行う等効率的に実施している。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.10】 

 介護に関する入門的研修受講促進事業 

【総事業費】 

2,030 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県（県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護未経験者に介護の基本的な知識や技術を身につけさせ

ることで、介護分野参入のきっかけづくりや介護不安の払

しょくを図る。 

アウトカム指標：研修修了者数 

事業の内容（当初計画） 一般県民を対象に「介護に関する入門的研修」を受講させる

とともに、修了者で就労を希望する者には福祉人材センタ

ーを通じて介護事業所とマッチングを行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

入門的研修 10 回 参加者 100 名 

アウトプット指標（達成

値） 

入門的研修 ８回 参加者 63名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

研修修了者数 62名 

（１）事業の有効性 

   介護分野に関心のある方に、基本的な知識や技術を

習得させることで、介護の仕事に対する不安等が解消

されるとともに関心を高めることができた。 

（２）事業の効率性 

就労へのマッチングまで一体的に行うことで、基本的

な知識・技術を持った人材を即戦力として供給すること

ができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.11】 

地域の介護人材参入・定着促進事業（介護

人材就労支援事業） 

【総事業費】 

8,146 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県（県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員が専門的業務に専念できるよう、地域の潜在的な

介護人材であるシニアや子育てを終えた主婦、学生、障がい

者など多様な人材を、介護周辺業務を行う「介護助手」とし

て新たに育成することにより、労働環境改善と介護サービ

スの質向上を図る。 

アウトカム指標：介護助手の継続雇用者数 

事業の内容（当初計画） 就労意欲のある一般県民が、介護の補助的な業務を行う介

護助手として介護施設等で安心して働くことができるよ

う、介護施設等で基本的知識や技術を習得させる OJT 研修

を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

OJT研修 10施設 参加者 40名 

アウトプット指標（達成

値） 

OJT研修 20施設 参加者 44名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護助手の継続雇

用者数 23名 

（１）事業の有効性 

   介護業務を支える人材を確保することで、労働環境

の改善に繋がった。 

（２）事業の効率性 

介護分野での新たな働き方であり、簡易な仕事が中心

であり、多様な人材が参加しやすく、かつ、介護職員の

負担軽減に繋がることから、今後もニーズは高まるもの

と思われる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.12】 

 外国人留学生介護福祉士候補者学習支援

事業 

【総事業費】 

3,011 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、介護福祉士資格の取

得を目指す外国人留学生の学習支援を行い、介護人材の確

保を図る。 

アウトカム指標：外国人介護福祉士候補者への学習支援の

実施状況 

事業の内容（当初計画） 受入施設が行う外国人介護福祉士候補者の日本語学習や介

護分野の専門学習、学習環境の整備等に要する経費に対し

て補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

受入施設数：３施設、受入人数：４０名 

アウトプット指標（達成

値） 

受入施設数：２施設、受入人数：３３名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 受入施設数：２施

設、受入人数：３３名 

（１）事業の有効性 

   就労意欲のある外国人介護福祉士候補者に対し日本

語等の学習について支援することで、日本で働きたい

と考える外国人人材の確保に繋がった。 

（２）事業の効率性 

外国人が日本で働く上で、最も課題となると考えられ

る日本語を含めた学習に対し、経済的な負担軽減を図る

ことで、より日本で働きやすくなり、人材の確保を効率

的に行うことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.13】 

外国人介護人材マッチング支援モデル事業 

【総事業費】 

3,744 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県 

事業の期間 令和３年４月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護人材の需要が増加する中で、海外の教育機関等と県内

介護施設等とのマッチングを支援し、介護福祉士資格の取

得を目指す外国人留学生の受入拡大を図る。 

アウトカム指標：外国人介護人材の受入数 

事業の内容（当初計画） 中国からの留学生の受入拡大に向け、現地の教育機関等と

県内介護施設等との仲介役となるマッチングコーディネー

タを設置するとともに、現地で合同説明会を開催するほか、

県の魅力や介護現場の様子、生活のしやすさなどを PRする

動画を制作する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

現地合同説明会の開催回数：２回 

アウトプット指標（達成

値） 

新型コロナウイルス感染拡大により中止 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 外国人介護人材の

受け入れ数 

（１）事業の有効性 

   現地で直接説明会を行う他、日本での就労に対する

不安を和らげるため、コーディネーターの設置や仕事

と生活面について PR する動画を作成することで、よ

り広く呼びかけることができる。 

（２）事業の効率性 

   現地と交流を深め、将来的な横展開を視野に入れた

マッチングモデルを構築することができる。 

その他  新型コロナウイルス感染拡大のため、現地説明会中止 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.14】 

福祉系高校修学資金貸付事業 

【総事業費】 

3,820 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

福祉・介護人材確保のため、若者の介護分野への参入促進を

図る。 

アウトカム指標：貸付を希望する人数  

事業の内容（当初計画） 介護福祉士資格取得を目指す福祉系高校の学生を支援す

るため、修学資金を貸与する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

 貸付を行った人数 

アウトプット指標（達成

値） 

 希望者なし 

事業の有効性・効率性 経済的支援を行うことで、介護に興味を持つ若者の福祉

系高校への進学や介護福祉士資格の取得を促進する。 

 （貸付を希望する者はいなかった） 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.15】 

介護分野就職支援金貸付事業 

【総事業費】 

14,000 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

より幅広い介護人材の確保に向け、他業種で働いていた

者に対して支援金を貸与し、介護職への参入促進を図る。 

アウトカム指標：貸付を希望する人数  

事業の内容（当初計画） 他業種で働いていた者で、新たに介護職員として就職す

る者に対し支援金を貸与する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

 貸付を行った人数 

アウトプット指標（達成

値） 

 貸付を行った人数 ４人 

事業の有効性・効率性 経済的支援を行うことで、他業種から介護職への新規参

入を促進する。 

 転居に伴う費用、介護現場で必要な靴や道具等の購入、子

供の預け先を探す活動費等、経済面の支援を行うことで、新

規参入に繋げることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.16】 

口腔ケアに係る介護人材資質向上支援事業 

【総事業費】 

1,362 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県歯科医師会 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療・介護の推進、介護従事者の確保・資質の向上

等、「効率的かつ質の高い介護サービス提供体制の構築」を

図る。 

アウトカム指標：口腔ケアに関して専門知識を有する介護

人材の確保 

事業の内容（当初計画） 介護事業所・施設介護職員の口腔ケアに対する資質向上

を図るため、歯科医師又は歯科衛生士による訪問研修を実

施するとともに、地域住民や介護支援専門員、ヘルパー等を

対象に、スクリーニングと食支援の連携体制構築のための

研修会の開催や、口腔ケア講演会を開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

口腔ケア研修等 ５８回 参加者 １，０４０名 

アウトプット指標（達成

値） 

口腔ケア研修等 ５８回 参加者 ６２２名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：口腔ケアに関して

専門知識を有する介護人材の確保  

（１）事業の有効性 

歯科医師や歯科衛生士が、県内の介護事業所を訪問し

て、介護職員に対して口腔ケアの手法等の研修を実施す

ることで、介護の質の向上に繋がった。 

（２）事業の効率性 

積極的に介護事業所を訪問して口腔ケア研修を実施

した地区が、そのノウハウを他の区域に発信したため、

情報を共有化することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.17】 

 介護人材キャリアアップ支援事業 

【総事業費】 

777 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県老人保健施設協議会 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護老人保健施設職員が介護現場で必要とされる知識や

技術の習得するほか、職員の意欲向上とサービス向上等を

図る 

アウトカム指標：介護現場で必要とされる知識や技術を習

得した介護老人保健施設職員の確保 

事業の内容（当初計画） サービス提供責任者として必要な知識等に関する研修会

及び職員の意欲向上とサービスの向上等を目的とした講演

会等の開催 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

資質向上研修 １０回  参加者 ５００名 

アウトプット指標（達成

値） 

資質向上研修（ハイブリッド研修） ２回   

参加者 ２８５名（うち web２４９名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：観察できなかった 

理由：資質向上が目的のため事業効果測定が困難 

（１）事業の有効性 

介護の技術力の向上のほか、チームリーダーとして必

要なマネジメント能力や認知症ケアやサービス提供責

任者として必要な知識に関する研修を実施することに

より、介護技術等に悩む介護職員等にとって有効であっ

た。 

（２）事業の効率性 

事務局が中心となって事業周知に努めたことから、会

員内で一定の周知の広がりをつくることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.18】 

 介護職員の資質向上研修事業 

【総事業費】 

257 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県地域密着型サービス協会 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護従事者の資質向上、効率的かつ質の高い介護サービス

提供体制の構築を図る。 

アウトカム指標：質の高い介護サービスの提供 

事業の内容（当初計画） 介護分野の専門家を講師に招き、県内の介護職員を対象に、

介護現場で必要とされる知識や技術の習得に関する合同研

修会を開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

各種専門研修：１回開催、100人参加 

アウトプット指標（達成

値） 

各種専門研修：１回開催（リモート）、71人参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：現場で必要とされ

る知識や技術を有する介護従事者の確保 

（１）事業の有効性 

介護分野の専門家による研修を開催することにより、

介護現場で必要な知識や技能等の習得可能。 

（２）事業の効率性 

他の事業所との合同研修により、事業所間の情報交換

が可能となる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19】 

介護施設で働く看護職員の研修支援事業 

【総事業費】 

466 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県看護協会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化が進展する中、介護施設では入所者の人生の最期ま

で支援していく施設が増えてきており、人生の最期にある

入所者及び家族の意思を尊重しながら、安全で良質なケア

を提供し、施設での高齢者の支援体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護施設における看護ケアの向上 

事業の内容（当初計画） ①緩和ケア研修 

看護職員のキャリアアップを図るため、緩和ケアに関する

研修を実施する。 

②看護リーダー研修 

介護施設において、安全で良質なケアを提供するための看

護リーダー研修を開催し、自施設で多職種と連携して「終末

期ケア」等の方針、基準手順作成を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

各施設での安全で良質なケアの提供するためのリーダーを

養成：８０名、緩和ケア研修修了者：180 名 

アウトプット指標（達成

値） 

各施設での安全で良質なケアの提供するためのリーダーを

養成：34名、ACP研修修了者：64名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護施設における

看護ケアの向上 

（１）事業の有効性 

   医療技術や知識を有する看護職員に対して技術研修

を実施するとともに、各施設のチームリーダーを育成

する研修実施により、看護職員のキャリアアップ及び

リーダーが自施設において介護職員等に対する研修を

実施することで施設全体の終末期ケアの質の向上を図

ることができる。 

（２）事業の効率性 

県内３圏域できめ細かな人材育成を行うことで、効率

的な地域包括ケアの推進ができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.20】 

 介護支援専門員養成研修等事業 

【総事業費】 

7,373 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県、愛媛県介護支援専門員協会、愛媛県社会福祉協議会 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護保険制度運用の要として、介護支援専門員には、一層の

資質向上が求められていることから、実践的研修により専門

性を高め、地域包括ケアシステムの実現を図る。 

アウトカム指標：介護支援専門員実務研修における達成度

（修了評価）：４段階評価で平均３．０以上 

事業の内容（当初計画） ○介護支援専門員指導者検討会 

 介護支援専門員を対象とした法定研修（実務研修、専門研

修（課程Ⅰ・Ⅱ）、更新・再研修、主任・主任更新研修）の実

施方法、指導方針の協議を行い、研修の質の向上を図る。 

○主任介護支援専門員研修強化費 

 主任介護支援専門員研修・更新研修に係るファシリテータ

ー（講師級）配置等、研修強化に要する経費分の補助を行う。 

○主任介護支援専門員実践力強化研修 

 主任介護支援専門員を対象に、実践力（研究的手法、助言

力、マネジメント力）の強化を図る。 

○介護支援専門員地域リーダー養成研修 

 地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所の主任介

護支援専門員を対象とした研修・演習を行い、県内各地域に

おける主任介護支援専門員のリーダーを養成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

○介護支援専門員指導者検討会の開催回数：２回 

〇実習指導者養成研修の開催回数：１回 

○介護支援専門員研修向上委員会の開催回数：１回 

○介護支援専門員研修向上委員会検討部会の開催回数：５回 

○主任介護支援専門員実践力強化研修の開催回数：1回 

○介護支援専門員地域リーダー養成研修の開催回数 

全体研修：２回  地域別研修：６地域×５回 

アウトプット指標（達成

値） 

○介護支援専門員指導者検討会の開催回数：２回 

〇実習指導者養成研修の開催回数：１回 

○介護支援専門員研修向上委員会の開催回数：２回 

○介護支援専門員研修向上委員会検討部会の開催回数：５回 

○主任介護支援専門員実践力強化研修の開催回数：５回 

○介護支援専門員地域リーダー養成研修の開催回数 

全体研修：１回 

地域別研修：６地域毎 計 36回 
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事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：介護支援専門員実務

研修における達成度（修了評価）：４段階評価で平均 3.0以上 

（令和３年度：平均３．１） 

（１）事業の有効性 

研修を効果的にするため、指導者検討会や研修向上委

員会等を開催し、研修の実施方法や指導方針、研修資料

の作成等を検討した。 

地域において介護支援専門員を指導・助言する立場に

ある主任介護支援専門員に対してリーダー研修を行うこ

とにより、介護支援専門員全体の資質向上に繋がる。 

（２）事業の効率性 

リーダー研修を地域別に開催することにより、介護支

援専門員の資質向上に加え、地域ごとの課題に適切に対

応できる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.21】 

ノーリフティングケア普及啓発モデル事業 

【総事業費】 

6,505千円  

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護従事者が、腰痛など職業に起因する健康上の不安なく

働くことができる職場環境づくりを進めることにより、要

介護者及び介護従事者双方の負担軽減とケアの質向上を図

る。 

アウトカム指標：介護従事者等の身体的負担の軽減 

事業の内容（当初計画） 福祉用具・機器などを活用し、持ち上げない・抱え上げない

介護で腰痛予防に資するノーリフティングケアの研修を介

護現場で実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

ノーリフティングケアの研修 県内６事業所 

アウトプット指標（達成

値） 

ノーリフティングケアの研修 県内６事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護従事者等の身

体的負担の軽減を図る。 

（１）事業の有効性 

 身体的負担軽減のため、ノーリフティングケアの普及拡

大は非常に有効である。 

（２）事業の効率性 

 集合型の研修でなく、介護現場で実施することで、より実

践的に研修を実施することができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.22】 

介護職員等資質向上支援事業 

【総事業費】 

14,533 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県（人材派遣会社） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、利用者のニ

ーズに的確に対応できる質の高い介護人材の安定的確保を

図る。 

アウトカム指標：介護職員の資質向上 

事業の内容（当初計画） 施設・事業所が介護職員を外部研修等に参加させる場合に、

人材派遣会社を通じてその代替職員を派遣する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

代替派遣人数 40 名 

アウトプット指標（達成

値） 

代替派遣人数 18名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の資質向上  

 （１）事業の有効性 

 介護職員の資質向上の機会が増え、より質の高いケアを

提供できる。 

（２）事業の効率性 

 人材派遣会社を通じて派遣することにより、人員が不足

することなく、他の職員の負担増を避けることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO23】 

介護福祉士等応援コミュニティ設置等事業 

【総事業費】 

3,753 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県（県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護人材の需要が増加する中で、知識や経験を有し、介護

現場で直ちに活躍が期待できる離職した介護人材の再入職

を促す。 

アウトカム指標：再入職希望者数 

事業の内容（当初計画） 平成２９年４月から、離職した介護人材の届出システム

による情報提供や相談等の円滑なスタートを見据え、介護

福祉士等応援コミュニティ「ケアワーカーズカフェ」＜ラジ

オ版・ミーティング版＞を「実施し、介護の魅力や離職ゼロ

に向けた各種取り組みを幅広く周知するとともに、介護福

祉士等に対する情報提供の強化、介護福祉士等応援コミュ

ニティの構築を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

届出システムの登録者数、ミーティングの参加者数 

アウトプット指標（達成

値） 

・ミーティングの参加者数 62名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

（１）事業の有効性 

ラジオ番組やミーティングにおいて、介護の魅力や、

介護業界からの離職防止に向けた各種取組みの情報を

提供することで、介護職員が抱える悩みや課題、再就職

への不安解消を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

ラジオによる情報発信を行うことで、潜在介護人材に

対し、働きやすい環境づくりや届出システムなど復職支

援情報を届けることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.24】 

 認知症地域医療支援事業 

【総事業費】 

786 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後の認知症高齢者の増加が見込まれることから、関係団

体等と連携の下、各地域における早期診断・早期対応のため

の体制整備を推進する。 

アウトカム指標：認知症治療の知識を有する医師の確保 

事業の内容（当初計画） かかりつけ医が適切な認知症診断の知識・技術等を修得す

るための研修及びかかりつけ医への助言その他の支援を行

う認知症サポート医を養成するための研修を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

○認知症サポート医養成研修：１０名養成 

○認知症サポート医フォローアップ研修：１３０名 

○かかりつけ医認知症対応力向上研修：２００名 

アウトプット指標（達成

値） 

○認知症サポート医養成研修：３名養成 

○認知症サポート医フォローアップ研修：73名 

○かかりつけ医認知症対応力向上研修：170名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：認知症治療の知識

を有する医師の確保 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、愛媛県下の医師に対しては認知

症診断の知識・技術等の習得、病院勤務の医療従事者に

対しては認知症ケアについて理解し適切な対応ができ

る研修を実施し、認知症医療の資質の向上が図られる。 

（２）事業の効率性 

愛媛県医師会と連携して実施したことにより、地域に

おける医療と介護が一体となった認知症の方への支援

体制の構築に向け効果的な実施が可能。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.25】 

 認知症介護従事者養成事業 

【総事業費】 

914 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

認知症高齢者の増加に伴い、認知症高齢者に対する介護サー

ビスの充実を図るほか、認知症施策推進総合戦略（新オレン

ジプラン）において、良質な介護を担う人材の確保及び計画

的な養成を行うこととされている。 

アウトカム指標：認知症指導者養成研修了者数（累計） 

事業の内容（当初計画） 介護施設等に従事する新任者及び認知症介護を提供する事業

所を管理する立場にある者等に対する適切なサービス提供に

関する知識及び技術等を修得するための研修を実施するとと

もに、研修指導者を養成するための研修に参加する経費を負

担し、認知症介護に関する資質向上を図る 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

○認知症対応型サービス事業管理者研修：２００名 

○小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修：５０名 

○認知症対応型サービス事業開設者研修：３０名 

○認知症介護指導者フォローアップ研修：１名 

 ※ 指導者の技術向上を図るための研修  

アウトプット指標（達成

値） 

○認知症対応型サービス事業管理者研修：８４名 

○小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修：２３名 

○認知症対応型サービス事業開設者研修：１２名 

○認知症介護指導者フォローアップ研修：０名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：認知症指導者養成研

修修了者（累計）２９名   

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、高齢者介護の実務者及びその指導

的な立場にある者に対し、実践的な研修や適切なサービス

の提供に関する知識等の習得のための研修を実施し、認知

症ケアに携わる人材・事業所の質の向上が図られる。 

（２）事業の効率性 

介護施設の管理者等である認知症介護指導者養成研修

修了者の協力の下に各研修を実施したことで、より実践的

な研修の展開が可能。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26】 

認知症対応力向上研修事業 

【総事業費】 

978 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県（愛媛県歯科医師会、愛媛県薬剤師会、愛媛県看護協

会）、愛媛県看護協会 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

専門職が高齢者等と接する中で、認知症の人に早期に気づ

き、かかりつけ医等と連携して対応するとともに、容態の変

化に応じて専門職の視点での対応を適切に行うことを推進

する。（認知症施策推進大綱にて明記） 

アウトカム指標：認知症の基礎知識を有する医療従事者の確

保  

事業の内容（当初計画） 認知症の方への支援体制構築の担い手となることを目的に、

歯科医師、薬剤師、看護師等の医療従事者に対し、認知症の

方や家族を支えるために必要な基礎知識や医療と介護の連

携の重要性等の知識を修得させる研修を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

認知症対応力向上研修参加者 ７３０名 

アウトプット指標（達成

値） 

認知症対応力向上研修参加者 

○歯科医師対象：141 名 

○看護職員対象：23 名 

※薬剤師を対象とした研修については、新型コロナウイルス

感染症拡大防止の観点から中止 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：認知症の基礎知識を

有する医療従事者の確保  

（１）事業の有効性 

   口腔機能の管理を行う歯科医師と服薬指導を行う薬

剤師による認知症の早期診断・早期対応のため、急性期

から入院・外来・訪問を通じて広く認知症の人と関わる

看護師は、医療における認知症対応の鍵となるため、各

専門職が知識・技術の習得により適時・適切な医療・介

護が提供できる。 

（２）事業の効率性 

専門職ごとに認知症対応力を向上させることで、ふさ

わしい場所で適切なサービスが提供される循環型の仕組

みの早期構築を図ることができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27】 

介護情報提供体制構築事業 

【総事業費】 

3,293千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 愛媛県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

家族で介護されている方に向けた情報の他、介護事業者・従

事者向けた介護技術のスキルアップのための情報や国及び県

からの通知等についてとりまとめた、誰もが容易に利用できる

コンテンツを配信することで、知識・技術習得の機会を創出し、

介護に関わる人材の育成に繋げる。 

アウトカム指標：介護業務や介護事業所への就労支援等に関す

る情報提供 

事業の内容 介護情報スマホアプリ及び PCサイト版の運営 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

スマホアプリ利用者登録者数 6,200件 

アウトプット指標（達成値） スマホアプリ利用者登録者数 6,310件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

ＰＣ：５７，００４ページビュー 

タブレット：４，５０４ページビュー 

スマホ：８２，２５８ページビュー 

（１）事業の有効性 

 介護サービス、介護に関する知識、介護職員への業務支援等

の情報を手軽に検索できることで、業務効率の向上や介護に関

する不安・介護者等の負担軽減を図ることができる。 

（２）事業の効率性 

 新着情報や注意喚起したい情報を、プッシュ機能によりタイ

ムリーに周知できる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.28】 

 法人後見推進事業 

【総事業費】 

160 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県社会福祉協議会 

事業の期間 令和２年 4月 1日～令和３年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

成年後見制度の利用者は、高齢化や障がい者の地域移行な

どに伴い増加しているが、弁護士、司法書士、社会福祉士等

の専門職による対応だけでは難しく、成年後見人等の担い

手として法人後見の充実を推進する。 

アウトカム指標：法人後見制度実施状況 ２０市町 

事業の内容（当初計画） 法人後見を実施するための身近なエリアである東予・中予・南予

の３か所で、法人後見の実現可能な法人の抽出と、法人同士の連

携促進を図ることを目的として、学習会及び相談会を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

○アドバイザーによる個別指導実施団体：５団体 

○権利擁護推進のための担い手養成学習会：１回 

アウトプット指標（達成

値） 

○権利擁護推進のための担い手養成学習会： 

1回、80名参加 

○アドバイザーによる個別相談会：１回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：法人後見制度実施

状況 １７市町 

（１）事業の有効性 

社会福祉法人に対し、学習会・個別相談会を実施する

ことで、法人後見実施市町に対しては資質の向上を、法

人後見未実施市町に対しては今後、法人後見実施に向け

て検討する機会となり、県下全域での法人後見制度の普

及・事業実施に繋がる。 

（２）事業の効率性 

市町の社会福祉協議会で実施している日常生活自立

支援事業（契約による日常的金銭管理等）からの後見制

度への移行など、継続した支援が可能である。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.29】 

 現任介護サービス相談員研修 

【総事業費】 

160 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県社会福祉協議会 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護サービスの質の向上を図るため、市町に登録された

介護相談員が適切に業務執行できるよう、業務に必要な知

識等を習得させる研修を実施する。 

アウトカム指標：研修実施回数 

事業の内容（当初計画） 県内の介護相談員に必要な知識や技術を習得させるとも

に、介護サービス相談員相互の情報・意見交換等を行うこと

により、相談員の資質向上等を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修修了者数 

アウトプット指標（達成

値） 

現任介護サービス相談員研修：４３名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 研修修了者数 

（研修修了後の詳細な活動確認は困難） 

（１）事業の有効性 

  介護サービス相談員は、介護サービス利用者と介護サ

ービス提供者両者の橋渡しを行う者であり、双方の状態

や意見を把握することで、虐待等の未然防止に繋がる他、

真に必要な介護サービスのみの提供が可能となり、給付

適正化にも繋がる。 

（２）事業の効率性 

  介護を直接行わない第３者ゆえに客観的に状況を把握

でき、適切に当事者のフォローができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO30】 

 福祉・介護関係事業所合同入職式 

【総事業費】 

452 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 県（県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

福祉・介護人材の需要が高まる中で、将来の中心的担い手と

なる入職間もない人材の離職を防ぐ。 

アウトカム指標：合同入職式参加者の離職数 

事業の内容（当初計画） 県内の福祉・介護関係事業所へ入職した新任職員を集め、関

係機関代表者からの激励、新任職員の決意表明、先輩職員か

らの応援、記念撮影をプログラムとした式典、福祉・介護分

野の専門家等による講演会、参加者の交流会を行い、新入職

員のモチベーションの向上、やりがいの発見、ネットワーク

の構築を図る。また、入職式から一定期間後にはフォローア

ップを行い、継続した離職防止・定着促進を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

○合同入職式参加者数  

アウトプット指標（達成

値） 

○合同入職式参加者数  

※新型コロナウイルスの影響で中止 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：追跡調査はまだ行

っていないが、今後参加事業所へのアンケート調査等によ

る把握を検討。 

（１）事業の有効性 

福祉・介護事業所に入職した新任職員の仕事に対する

誇りやモチベーションを高め、分野・職種・職場の垣根

を越えたネットワークを構築することができた。 

（２）事業の効率性 

社協が持つネットワークを活用し、県内各地から広く

参加者を募集したため、圏域を越えた事業所間の交流が

図れた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.31】 

ICT活用による介護職場環境改善支援事業 

【総事業費】 

6,482 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県（民間事業者） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

福祉・介護人材の需要が増加する中で、介護事業所での生産

性向上が急務とされていることを受け、ＩＣＴ活用による

利用者情報の共有化等により事務作業省力化等の取組みを

支援する。 

アウトカム指標：ＩＣＴを導入した事業所数 

事業の内容（当初計画） ＩＣＴ普及促進に向けた事業者向けセミナーの開催やタブ

レット端末やクラウドサービス等のＩＣＴを導入する意向

のある事業所にシステム環境整備に関する相談・支援を行

うアドバイザーを派遣することにより、介護職員等のワー

クスタイル改革や職場業務改善を進める。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

アドバイザー派遣事業所数：50 事業所 

アウトプット指標（達成

値） 

アドバイザー派遣事業所数：83事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：ＩＣＴ機器導入促

進事業により機器を導入した事業所数：66事業所 

（１）事業の有効性 

業務効率化のための ICT 機器の導入について理解が

深まり、今後、導入が加速していく契機となる。 

（２）事業の効率性 

アドバイザーを現地派遣することで、現場に応じたア

ドバイス等ができ、事業が効果的なものとなる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.32】 

介護業務支援機器導入促進事業 

【総事業費】 

35,893 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 介護サービス事業所、愛媛県（愛媛県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和３年４月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護従事者の身体負担を軽減し、働きやすい職場環境を推

進する。 

アウトカム指標：介護ロボット導入により介護従事者の負

担軽減につながった事業所数の増 

事業の内容（当初計画） 介護従事者の負担の軽減を図るなど、働きやすい職場環

境を推進するため、介護ロボットを計画的に導入し、その効

果を検証する先駆的な取組を行う介護事業者に対して、介

護ロボット導入及び見守り機器の導入に伴う通信環境整備

に係る経費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

県内介護事業所の介護ロボット導入台数 ２３７台/年 

アウトプット指標（達成

値） 

県内介護事業所の介護ロボット導入台数 ２４３台/年 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護ロボット導入により介護従事者の負担軽減につながっ

た事業所数（R３年度：35事業所） 

（１）事業の有効性 

最先端の介護ロボットを導入することにより、介護従

事者の介護負担軽減に資する。 

 

（２）事業の効率性 

介護ロボットの導入目標や期待する効果を事前に検

討するとともに、メーカー等からのフォローアップ体制

を構築することにより、介護ロボットの効果的な利用を

継続する。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.33】 

ＩＣＴ機器導入促進事業 

【総事業費】 

50,486 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県（民間事業者） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31日 

□継続 ／☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

ＩＣＴ機器の活用により、深刻な人材不足に悩む介護現場

の負担軽減を図る。 

アウトカム指標：介護現場における負担軽減度 

事業の内容（当初計画） 業務効率化に資する介護業務のＩＣＴ化システムを構成す

るモバイル機器やソフトウエア等の購入又はリースに係る

経費の一部を助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

助成事業所数 ３１事業所 

アウトプット指標（達成

値） 

助成事業所数 ３４事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 数値化できない

が、今後、介護現場に ICT 機器を導入したいとの声は多く

寄せられている。 

（１）事業の有効性 

介護現場への ICT 機器の導入が進み、業務の効率化

等に繋がる。 

（２）事業の効率性 

導入経費に助成を行うことで、導入を決定する事業所

が多く、今後の普及拡大の契機となる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.34】 

介護事業所等サービス提供体制確保事業 

【総事業費】 

52,477 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 愛媛県（民間事業者） 

事業の期間 令和３年 4月 1日～令和５年 3月 31日 

☑継続 ／□終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護サービスは、高齢者やその家族の生活を支えるため

に必要不可欠なものであることから、新型コロナウイルス

感染症の影響を受けた介護サービス事業所・介護施設等が、

新型コロナウイルス感染症の感染機会を減らしつつ、必要

な介護サービスを継続して提供できるよう支援していくこ

とが必要 

アウトカム指標：介護サービス事業所における通常の業務

では想定できない、感染症対策に伴うかかり増し経費等に

対する支援 

事業の内容（当初計画） 通常の介護サービス提供時では想定されない、感染症対

策に係るかかり増し経費等に対して補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

新型コロナウイルス感染症の流行下においても介護サー

ビスの提供を継続する事業所に対し、迅速かつ適切に支援

を行う 

アウトプット指標（達成

値） 

・かかり増し経費に対する補助として、23 法人に対し、

30,084千円を支給 

・感染症対策に必要な経費に対する補助として、324法人に

対し、22,252千円を支給 

事業の有効性・効率性  支援が必要な高齢者に対し、介護サービス提供が継続で

きるよう、必要な支援を迅速かつ適切に行う必要がある。 

（１）事業の有効性 

介護現場は、感染症対策により想定外の経費が必要と

なっており、経済的負担の軽減は、質の高い介護サービ

ス提供体制を継続する上で必要である。 

（２）事業の効率性 

   かかり増し経費を手厚く支援するものである。 

 

その他  

 


